
福岡県土壌汚染対策指導要綱 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。以下「法」という。）の

円滑な施行を図り、もって土壌汚染による県民の健康被害を防止することを目的とする。 

  

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語は、法、土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第

２９号。以下「施行規則」という。）及び汚染土壌処理業に関する省令（平成２１年環境

省令第１０号。以下「省令」という。）で使用する用語の例による。 

  

第２章 土壌汚染状況調査 

（土壌汚染状況調査の対象地の土壌汚染のおそれの把握） 

第３条 調査実施者は、施行規則第３条第３項に規定する通知の申請をしようとするとき

は、土壌汚染状況調査の対象地及びその周辺の土地について、その利用の状況及び施行規

則第２６条に規定する基準の該当性に関する情報を記載した資料を添付するものとする。 

 

（法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の利用状況の報告及び形質変更時の調査） 

第４条 法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の所有者等は、当該確認に係る通知

書で指示するところにより、その土地の利用状況について、定期的に知事に報告するもの

とする。 

２ 法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の所有者等は、同条第７項の届出の適用

を受けない規模の土地の形質の変更をしようとするときは、その土地の土壌の特定有害物

質による汚染の状況について、指定調査機関に同条第１項の環境省令で定める方法により

調査させるよう努めなければならない。 

３ 前項の調査を行った土地の所有者等は、様式第１号により、その結果を知事に報告する

ものとする。 

４ 法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の所有者等は、同条第７項の届出の適用

を受ける土地の形質の変更をしようとするときは、届出前に知事と協議を行うものとする。 

 

（法第４条第１項の規定による届出を行う者の土地の履歴の把握） 

第５条 法第４条第１項の規定による届出を行う者は、あらかじめ、土地の使用履歴に係る

情報収集として次に掲げるものを実施し、当該土地及びその周辺の土地について、その利

用の状況、特定有害物質の製造、使用又は処理の状況、土壌又は地下水の特定有害物質に

よる汚染の概況その他の当該土地における土壌の特定有害物質による汚染のおそれを推



定するために有効な情報を把握するものとする。 

(１) 現地調査 

(２) 登記簿調査 

(３) 古地図調査 

(４) 聴取調査 

２ 土地の所有者等は、前項の情報を土地の形質の変更をしようとする者へ提供するよう

努めるものとする。 

３ 法第４条第１項の規定による届出には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(１) 登記事項証明書その他の当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面（施行規則

第２３条第２項の規定に基づき添付する場合を除く。） 

(２) 土地の形質の変更の対象となる土地の公図の写し又は公図を基に作成された合成

図 

(３) 第１項により把握した情報及び前項により提供された情報に関する資料 

 

第３章 措置の実施等 

（措置実施計画書の提出等） 

第６条 形質変更時要届出区域内において汚染の除去等の措置を講じようとする者は、法

第１２条第１項の規定による届出に、措置の実施計画を添付するものとする。 

２ 土壌の特定有害物質による汚染状態が法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準

に適合しないことを知事に報告した土地（要措置区域等を除く。以下「自主対策区域」と

いう。）内において、汚染の除去等の措置を講じようとする者は、様式第２号により、あ

らかじめ、措置の実施計画を知事に提出するものとする。 

３ 第１項又は前項の措置を講じた者は、工事を終了したときは、様式第３号により、全て

の措置を完了したときは、様式第４号により、それぞれ速やかに、措置の実施の状況等を

知事に報告するものとする。 

４ 第１項及び第２項の土地において、当該土地以外の土地から土壌を搬入するときは、施

行規則第４０条第２項第３号に定める方法により当該土壌に含まれる特定有害物質の量

を測定するものとする。 

 

（地下水の水質の測定結果の報告） 

第６条の２ 要措置区域等内において地下水の水質を測定した者は、様式第５号により、速

やかに、その結果を知事に報告するものとする。ただし、法第７条第９項又は要綱第６条

第３項により同等の報告を行うときは、この限りではない。 

 

（形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更に関する報告） 

第７条 形質変更時要届出区域内において土地の形質の変更を行った者は、形質変更が終



了したときは、様式第６号により、速やかに、形質変更の実施状況を知事に報告するもの

とする。ただし、第６条第３項により同等の報告を行うときは、この限りでない。 

 

第４章 区域の指定 

（指定の申請に関する指導） 

第８条 知事は、法の規定の適用を受けない土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が

法第６条第１項第１号の環境省令で定める基準に適合しないと判断することについて、

土地の所有者等から報告を受けた場合であって、当該土地の土壌の特定有害物質による

汚染の状況の調査が公正に、かつ、法第３条第１項の環境省令で定める方法により行われ

たものであると認めるときは、土地の所有者等に対して、法第１４条第１項の規定による

申請をするよう指導するものとする。 

 

第５章 汚染土壌等の搬出等に関する規制 

（汚染土壌等の搬出時の届出に関する指導） 

第９条 汚染土壌を要措置区域等外に搬出しようとする者は、汚染土壌の処理を汚染土壌

処理業者に委託する場合であって、再処理汚染土壌処理施設において汚染土壌を処理し

ようとするときには、法第１６条第１項の規定による届出に次に掲げる書類を添付する

ものとする。 

(１)  再処理汚染土壌処理業者の許可証の写し 

(２)  再処理汚染土壌処理業者が再処理に係る汚染土壌の引渡しを受けることについて

の同意書 

２ 自主対策区域内の土地の基準不適合土壌を当該区域外へ搬出しようとする者は、当該

土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託するときは、様式第７号により、あらかじめ、当該

土壌の運搬計画を知事に届け出るものとする。 

３ 汚染土壌を要措置区域等外又は自主対策区域外に搬出した者は、当該汚染土壌を処理

又は土地の形質の変更に使用したときは、様式第８号により、速やかに、汚染土壌の処理

等の状況を知事に報告するものとする。 

 

（事前協議） 

第１０条 法第２２条第１項に規定する許可又は法第２３条第１項に規定する許可（処理

能力の増大を伴う変更に係る許可に限る。）の申請をしようとする者（以下「申請予定者」

という。）は、様式第９号により、あらかじめ、当該処理施設の概要等を記載した計画（以

下「事業計画」という。）を知事に提出し、事前協議を行うものとする。 

 

 

（市町村長への意見照会） 



第１１条 知事は、前条の規定により事業計画の提出を受けたとき、又は次条第２項の規

定により周知に関する事項を記載した計画（以下「周知計画」という。）の提出を受けた

ときは、当該汚染土壌処理施設の設置予定場所を管轄する市町村の長に当該計画の写し

を送付し、周辺の生活環境の保全及び土地利用の観点からの意見を求めるものとする。 

 

（周辺住民への周知） 

第１２条 申請予定者は、周辺住民（別表１に掲げる地域内に住所を有する者及び事務所又

は事業場を有する者をいう。以下同じ。）に対して、別表２に規定するところにより、事

業計画の概要等について周知するよう努めるものとする。 

２ 申請予定者は、様式第１０号により、周知計画を知事に提出するものとする。 

３ 知事は、申請予定者に対し、周辺住民の対象範囲、周知内容その他周知に関する事項に

ついて、必要な助言を行うことができる。 

４ 申請予定者は、第１項の周知を行ったときは、様式第１１号により、周知実施状況を知

事に報告するものとする。 

５ 申請予定者は、周辺住民からの意見のうち、周辺の生活環境の保全上必要と認められる

ものについては、事業計画に反映させるよう努めるものとする。 

 

（周知等に係る規定の適用除外） 

第１３条 申請予定者が別表３に掲げる者に該当する場合は、第１１条及び第１２条の規

定は適用しない。 

 

（申請予定者への指導） 

第１４条 知事は、第１０条から第１２条に規定する手続において、事業計画の内容が法第

２２条第３項に規定する基準に適合しないと認めるとき、又は周辺の生活環境の保全上

必要であると認めるときは、申請予定者に対し、当該事業計画の変更を求めることができ

る。 

 

（事前協議の終了） 

第１５条 知事は、第１０条から第１２条に規定する手続が適正に行われたと認めるとき

は、申請予定者に対して、事前協議の終了を通知するものとする。 

２ 申請予定者は、前項の通知を受けた後に、汚染土壌処理施設の設置又は変更（法第２３

条第１項本文に規定する変更に限る。）をするものとする。 

 

（再処理汚染土壌処理施設における処理終了時の通知） 

第１６条 再処理汚染土壌処理業者は、再処理に係る引渡しを受けた汚染土壌の処理を終

了したときは、当該処理を委託した汚染土壌処理業者に対して、次に掲げる事項を記載し



た書面をもって、処理が終了した旨を通知するものとする。 

(１) 当該委託に係る汚染土壌の引渡しを受けた年月日 

(２) 当該再処理汚染土壌処理業者の氏名又は名称 

(３) 処理を終了した年月日 

(４) 処理の方法 

(５) 処理量 

 

（排出水の測定） 

第１７条 汚染土壌処理業者は、排水口における排出水の水質を省令第５条第１８号及び

１９号に規定する方法により、１年に１回以上測定するものとする。 

 

（汚染土壌の処理実績及び施設の維持管理状況の報告） 

第１８条 汚染土壌処理業者は、様式第１２号により、毎年６月３０日までに、汚染土壌の

処理等に関する前年度の実績を知事に報告するものとする。 

２ 汚染土壌処理業者は、様式第１３号により、毎年６月３０日までに、汚染土壌処理施設

の維持管理の状況に関する前年度の実績を知事に報告するものとする。 

 

（汚染土壌処理業に係る変更の届出） 

第１９条 汚染土壌処理業者は、省令第２条第２項第１号から第４号まで、第６号及び第７

号、第９号から第１１号まで並びに第２１号から第２８号までに掲げる事項を変更（法第

２３条第１項に基づき許可を受けなければならない変更及び法第２３条第３項に基づき

届け出なければならない変更に係るものを除く。）したときは、様式第１４号により、遅

滞なく、その旨を知事に届け出るものとする。 

 

（廃止措置時の土地所有者等の協力） 

第２０条 法第２７条第１項に規定する汚染土壌処理施設に係る土地の所有者等は、汚染

土壌処理業者が同項の措置を行おうとするときは、これを拒まない等当該措置の円滑な

実施のために必要な協力を行うものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月１４日から施行する。 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和元年６月２０日から施行する。 

この要綱は、令和４年１月１８日から施行する。 

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 



別表１（第１２条関係） 

周知の対象とな

る地域の範囲 

汚染土壌処理施設の設置が予定されている場所の敷地の境界か

ら概ね１００メートル以内の地域（工業専用地域内の地域を除く。） 

ただし、汚染土壌処理施設が、福岡県産業廃棄物処理施設の設置に

係る紛争の予防及び調整に関する条例（平成２年福岡県条例第２０

号）による手続を行った産業廃棄物処理施設を含むものである場合

にあっては、同条例第７条第２項に規定する指定地域 

 

別表２（第１２条関係） 

周知時期 第１０条に規定する事業計画を知事に提出した後 

周知内容 汚染土壌処理施設の概要 

事業経営計画の概要 

周辺の生活環境の保全上の措置の概要 

周知方法 周辺住民を対象とした説明会の開催又は周辺住民各戸への訪問説明による。 

 

別表３（第１３条関係） 

周知等に係る規定の

適用除外となる者 

１ 次のいずれにも該当する者 

(１) 産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和４５年法律１３７号）第１５条第１項の許可

を受けて設置された産業廃棄物処理施設をいう。）に該当

しない施設を利用して汚染土壌の処理を行う者 

(２) 物の製造又は加工を行うために設置した施設のうち、

５年以上の生産実績があるものを利用して汚染土壌の処

理を行う者 

(３) 汚染土壌処理施設の設置予定場所を所管する市町村長

との間で公害防止協定を結んでいる者 

(４)  この要綱の施行の際現に汚染土壌の処理を業として行

っている者 

２ 工業専用地域内において、汚染土壌処理施設の設置を行う

者又は行っている者 

 



様式第１号（第４条関係） 

 

土地の形質の変更時における土壌調査報告書 

 

   年   月   日  

 

 

  福岡県知事  殿 
 
 
                                 報告者   氏名又は名称及び住所並びに法人   
                                  
                        にあっては、その代表者の氏名 
 

 

 

 土壌汚染対策法第３条第１項ただし書の確認を受けた土地の土壌を調査したので、次のと

おり報告します。 

 

確認を受けた土地 

 

 

 

 

工場又は事業所の名称  

工場又は事業所の敷地であっ

た土地の所在地 
 

確認を受けた年月日  

 

使用が廃止された有害物質使

用特定施設で製造、使用又は

処理されていた特定有害物質

の種類 

 

土地の形質の変更予定場所 
 

 

土地の形質の変更の着手予定日  

土地の形質の変更の規模  

土壌調査の結果  

土壌調査を行った指定調査機関

の氏名又は名称 
 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 



様式第２号（第６条第２項関係） 

（表面） 

 

措置実施計画書 

年   月   日 

福 岡 県 知 事  殿 

 

 

 

 汚染の除去等の措置に係る実施計画を策定したので、次のとおり提出します。 

 汚染の除去等の措置を講ずる自主対策区域の所

在地 
 

 

 実施する措置   

措置の着手予定時期  

措置の終了予定時期  

汚染の除去等の措

置を講ずる自主対

策区域内の土地の

土壌の特定有害物

質による汚染状態

を把握した場合 

土壌汚染状況調査に準じた

方法による調査の結果 
 

分析を行った計量法第107

条の登録を受けた者の氏名

又は名称 

 

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土

壌が帯水層に接する場合にあっては、特定有害物

質等の飛散等を防止するために講ずる措置 

 

特定有害物質等の飛散等を防止するために講ず

る措置 
 

措置の施行中に特定有害物質等の飛散等が確認

された場合における対応方法 
 

事故、災害その他の緊急事態が発生した場合に

おける対応方法 
 

 
 
 
 

土壌を掘削する範囲及び深さと地下水位との位

置関係 
 

自主対策区域外から搬入された土壌を使用する

場合にあっては、当該土壌の汚染状態を把握す

るための調査における試料採取の頻度及び土壌

の使用方法 

 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 

 提出者 



（裏面） 

措置の種類  

施行規則別表第七の上欄に掲げる措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の
中欄

下欄
に定める事項 

 
 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 



様式第３号（第６条第３項関係） 

（表面） 

 

工事終了報告書 

 

年   月   日 

 福 岡 県 知 事  殿 

 

 

 

 汚染の除去等の措置の実施が終了したので、次のとおり報告します。 

 形質変更時要届出区域等の所在地   

措置の種類  

措置の着手時期  

規則第42条の２第２項各号に掲げ

る措置の実施が終了した時期 
 

形質変更時要届

出区域等外から

搬入された土壌

を使用した場合 

規則第40条第２

項第３号に定め

る方法による調

査の結果 

 

分析を行った計

量法第107条の登

録を受けた者の

氏名又は名称 

 

 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 

 報告者 



（裏面） 

措置の種類  

施行規則別表第九の上欄に掲げる措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める事項 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 



様式第４号（第６条第３項関係） 

（表面） 

 

措置完了報告書 

 

年   月   日 

 福 岡 県 知 事  殿 

 

 

 

 

 

 汚染の除去等に係る全ての措置の実施が完了したので、次のとおり報告します。 

 

 
形質変更時要届出区域等の所

在地 
 

 
 

措置の種類  

措置の着手時期 
 

 

措置に係る全ての措置の実施

が完了した時期 

 

 

 

 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 

 報告者 



（裏面） 

措置の種類  

施行規則別表第九の上欄に掲げる措置の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める事項 

 

 

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 



様式第５号（第６条の２関係） 

 

地下水の水質測定に関する報告書 

 

年  月  日 

 

 

 福 岡 県 知 事  殿  

 

 
報告者  氏名又は名称及び住所並びに法人 

                                        
                          にあっては、その代表者の氏名 
 

 

 

要措置区域等内において地下水の水質を測定したので、次のとおり報告します。 

 

採取年月日 測定場所 分析年月日 測定結果 分析業者 備考 

           

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

    ２ 測定結果については、濃度計量証明書その他測定結果が示された書類を添付すること。 

    ３ 測定場所が複数ある場合には、測定場所を記した地図を添付すること。 

 

 



様式第６号（第７条関係） 

 

形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更終了報告書 

 

 

年   月   日 

 

 

 

 

 

  形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更が終了したので、次のとおり報告します。 

形質変更時要届出区域の所在地 
  

土地の形質の変更の種類 
 

土地の形質の変更の場所 
 

土地の形質の変更の施行方法 
 

土地の形質の変更の着手日 
 

土地の形質の変更の終了日 
 

形質変更時要届出区域

外から搬入された土壌

を使用した場合 

施行規則第40条第２項

第３号に定める方法に

よる調査の結果 

 

分析を行った計量法第

107条の登録を受けた

者の氏名又は名称 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 工事状況を写した写真、工事終了図面、地下水の観測結果、濃度計量証明書を添付する

こと。 

 

福岡県知事 殿 

 報告者 氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 



様式第７号（第９条第２項関係） 

 

基準不適合土壌の区域外搬出届出書 

 

年   月   日 

 福 岡 県 知 事  殿 

 

 

 自主対策区域から搬出する基準不適合土壌について、次のとおり届け出ます。 

 

 自主対策区域の所在地  

基準不適合土壌の特定有害物質

による汚染状態 
 

基準不適合土壌の体積  

基準不適合土壌の運搬の方法  

基準不適合土壌を運搬する者の

氏名又は名称 
 

基準不適合土壌の搬出の着手予

定日 
 

基準不適合土壌の搬出の完了予

定日 
 

基準不適合土壌の運搬の完了予

定日 
 

運搬の用に供する自動車等の使用

者の氏名又は名称及び連絡先 

 

 

積替えを行う場所の所在地並びに

所有者の氏名又は名称及び連絡

先（運搬の際、積替えを行う場合

に限る。） 

 

保管施設の所在地並びに所有者

の氏名又は名称及び連絡先（保管

施設を用いる場合に限る。） 

 

基準不適合土壌を処理する者の

氏名又は名称 
 

基準不適合土壌を処理する施設

の所在地 
 

処理の完了予定日  

  

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

氏名又は名称及び住所並びに法人 
にあっては、その代表者の氏名 

 届出者 



様式第８号（第９条第３項関係） 

汚染土壌の区域外搬出完了報告書 

 

年   月   日 
 福岡県知事  殿 
                  
 
                              報告者  氏名又は名称及び住所並びに法人 
                                     
                      にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 要措置区域等又は自主対策区域から搬出した汚染土壌の処理等を完了したので、次のとおり報告

します。 

汚染土壌の特定有害物質による汚染状態  

汚染土壌の体積  

汚染土壌の運搬の方法  

汚染土壌を運搬した者の氏名又は名称  

汚染土壌の搬出の着手日  

汚染土壌の搬出の完了日  

汚染土壌の運搬の完了日  

運搬の用に供した自動車等の使用者の氏名又は名

称及び連絡先 
 

積替えを行った場所の所在地並びに所有者の氏名

又は名称及び連絡先（運搬の際、積替えを行った

場合に限る。） 

 

 

保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称及

び連絡先（保管施設を用いた場合に限る。） 
 

汚染土壌を処理した場合 

 

要措置区域等又は自主対策区域の所在地  

汚染土壌を処理した者の氏名又は名称  

汚染土壌を処理した施設の所在地  

処理の完了日  

汚染土壌を法第18条第１項第２号に規定する土地の形質の変更に使用した場合 

 

自然由来等形質変更時要届出区域の所在地  

土地の形質の変更をした形質変更時要届出区域

の所在地 
 

土地の形質の変更の完了日  

汚染土壌を法第18条第１項第３号に規定する土地の形質の変更に使用した場合 

 

形質変更時要届出区域の所在地  

土地の形質の変更を行った形質変更時要届出区

域の所在地 
 

土地の形質の変更の完了日  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 汚染土壌の処理等が完了したことを確認できる管理票の写しを添付すること。 



様式第９号（第１０条関係） 

 

 

事業計画書 

 年  月  日 

 

 

 福岡県知事  殿 

 
 
                              提出者   氏名又は名称及び住所並びに法人   
                        
                      にあっては、その代表者の氏名   

 

 

 事業計画について、次のとおり提出します。 

 

汚染土壌処理施設の 

設置予定場所 
 

汚染土壌処理施設の構造  

汚染土壌処理施設の処理能力  

汚染土壌処理施設において処理

する汚染土壌の特定有害物質に

よる汚染状態 

 

事業経営計画の概要  

許可基準等への適合状況  

その他  

 

備考  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 



様式第１０号（第１２条第２項関係） 

 

 

周知計画書  

 年  月  日 

 

 

 福岡県知事  殿 

 
 
                                提出者  氏名又は名称及び住所並びに法人 
                                      
                       にあっては、その代表者の氏名  
 

         
 

 

 周知計画について、次のとおり提出します。 

 

事業計画書提出年月日 年   月   日   

汚染土壌処理施設の 

設置予定場所 
  

周
知
に
関
す
る
事
項 

実施予定日    

周辺住民の対象範囲   

周知しようとする内容   

周知方法    

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 周辺住民の対象範囲の図面を添付すること。 

 



様式第１１号（第１２条第４項関係） 

  

 

周知実施状況報告書 

 年  月  日 

 

 

 福岡県知事  殿 

 
 
                             報告者  氏名又は名称及び住所並びに法人 
                                      
                     にあっては、その代表者の氏名 

 

 

周知実施状況について、次のとおり報告します。 

 

事業計画書提出年月日 年   月   日   

汚染土壌処理施設の 

設置予定場所 
  

周
知
に
関
す
る
事
項 

実施日    

周辺住民の対象範囲   

周知した内容   

周知方法    

周辺住民からの意見等    

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 周辺住民の対象範囲の図面を添付すること。 

 



様式第１２号（第１８条第１項関係）

実績報告書（汚染土壌処理業者）

汚染土壌の処理実績報告書 （　　 　　 年度）

　　　　福岡県知事　殿
報告者 　〒
　住　　所
　氏　　名
法人にあっては名称
及び代表者の氏名

　電話番号

　　　 　　 年度の汚染土壌の処理の実績について、次のとおり報告します。

氏 名 又 は 名 称 許 可 番 号

　担当者･連絡先

年 月 日汚 染 土 壌 処 理 施 設 の 種 類

　　年　　月　　日

許可番号

住　　　　　　　　　　　所

受 託 量
【単位】

汚    　染　    土    　壌   　 の   　 処    　理 処　 理　 後　 の 　土　 壌 　の 　委 　託

※ 許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称
委 託 内 容

（日本産業規格　Ａ列４番）

特 定 有 害 物 質
に よ る 汚 染 状 態

浄化等済土壌

委   託   者   の   住   所

許可の年月日

処 理 量
【単位】

搬 出 量
【単位】

委 託 量
【単位】



氏 名 又 は 名 称 許 可 番 号

　　備　考)　 　１．この報告書には、前年４月１日から３月３１日までに処理した汚染土壌について記入し、６月３０日までに提出すること。
　　　　 　　　 ２．「受託量」、「処理量」、「搬出量」、「委託量」には数量及び単位を記入すること(できるだけ「ｔ」で記入する。）。
　　　　　　　　３．「委託者」とは、報告者に処理を委託した者であり、汚染土壌の再処理を委託した汚染土壌処理業者を含む。
　　　　  　  　４．「浄化等済土壌」には、汚染土壌処理業に関する省令第５条第２２号イの規定により搬出したものについて記載すること。
　　　　  　  　５．「処理後の土壌の委託」には、再処理汚染土壌処理業者に汚染土壌の処理を委託した場合に、記載すること。
　　　　　　　　６．「※許可番号」は汚染土壌の処理を委託する者が汚染土壌処理業者である場合には必ず記載すること。

（日本産業規格　Ａ列４番）

汚    　染　    土    　壌   　 の   　 処    　理 処　 理　 後　 の 　土　 壌 　の 　委 　託

※ 許 可 番 号 氏 名 又 は 名 称
委 託 内 容

委 託 量
【単位】委   託   者   の   住   所 住　　　　　　　　　　　所

特 定 有 害 物 質
に よ る 汚 染 状 態

受 託 量
【単位】

処 理 量
【単位】

搬 出 量
【単位】

浄化等済土壌



様式第１３号（第１８条第２項関係） 

 

汚染土壌処理施設の維持管理の状況に関する報告書 

 

 年  月  日 

 

 福 岡 県 知 事  殿   

  
報告者  氏名又は名称及び住所並びに法人 

                                        
                            にあっては、その代表者の氏名 

  

 

汚染土壌処理施設の維持管理の状況について、次のとおり報告します。 

 

表１ 排出水の水質の測定結果 

採取年月日 

測定場所 汚染土壌処

理施設の 

使用状況 

分析 

年月日 
測定結果 

分析 

業者 
備考 

名称  
排水量 

(m3／日) 

            

        

        

        

 

表２ 地下水の水質の測定結果 

採取年月日 測定場所 
分析 

年月日 
測定結果 

分析 

業者 
備考 

      

        

      

      

 

 

 



 

表３ 排出口から大気に排出される大気有害物質の量の測定結果 

採取年月日 

排出ガス

量 

(m3N/ｈ) 

排出ガ

ス中の

酸素濃

度(％) 

測定 

箇所 

汚染土壌処

理施設の 

使用状況 

分析 

年月日 
測定結果 

分析 

業者 
備考 

         

         

         

         

 

表４ 汚染土壌処理施設の点検及び機能検査の結果 

点検・検査 

年月日 
内容 点検・検査結果 備考 

  
  

  
 

  

  

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

    ２ 測定結果については、濃度計量証明書その他の測定結果が示された書類を添付すること。 

 



様式第１４号（第１９条関係） 

 

汚染土壌処理業に係る変更届出書 

 

  年   月   日  

 
  福岡県知事  殿 

 
  

                 届出者   氏名又は名称及び住所並びに法人    

                      にあっては、その代表者の氏名 

 
 
 

  汚染土壌処理業に係る以下の事項について変更したので、関係書類及び図面を添えて

届け出ます。 

 

汚染土壌処理施設に

係る事業場の名称 

 
 

 

汚染土壌処理施設の

設置の場所 

 
 

 

許可の年月日及び許

可番号 

 

 

許可の年月日 
 

 

許可番号 
 

 

※変更の内容 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

変更前 

 
 
  

変更後 

 
 
 

変更の理由 

 

 

 

 

変更した年月日 
 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
２ ※汚染土壌処理業に関する省令第２条第２項第１号から第４号、第６号及び
第７号、第９号から第１１号並びに第２１号から第２８号に掲げる事項を対象
とし、土壌汚染対策法第２３条第１項に基づき許可を受けなければならない変
更及び法第２３条第３項に基づき届け出なければならない変更に係るものを
除く。 

 


